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簡易水道

： 四万十町

： 四万十町水道事業

： 令和 年 月

： 令和 年度 ～ 令和 年度

１.事業概要
(1)事業の現況

①給水
昭和 年 1 月 5 日 人

人
千㎥/ha

②施設
■ 表流水 □ ダム ■ 伏流水 ■ 地下水 □ 受水 □ その他

千ｍ
㎥/日 ％

③料金
本町では用途別・口径別併用料金体系を採用している。(金額は税抜)

家庭用：基本料（8㎥まで）960円、超過料金（1㎥あたり）135円
業務用：基本料（8㎥まで）960円、超過料金（1㎥あたり）146円

量水器使用料

令和 年 4 月 1 日

④ 組織
　本町水道事業の組織体制を右にしめす。
令和2年度の上下水道班の人員構成は、
班長1名班員3名の4名体制となっている。
（下水道部門の兼務を含む)

(２)これまでの主な経営健全化の取り組み

(３)経営比較分析表を活用した現状分析

別紙の通り。

口径 30

　水道未普及地区解消に向けての事業実施に当たり、十川簡易水道統合事業では、十川簡水、
小野簡水、今成簡水、鍋谷簡水のろ過池、配水池を、浦越簡易水道統合事業では、浦越簡水の
ろ過池、津賀飲料水供給施設のろ過池、配水池をそれぞれ廃止した。
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料 金 改 定 年 月 日
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四万十町役場 環境水道課
上下水道班
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２.将来の事業環境

(1)給水人口の予測

(2)水需要の予測

(3)料金収入の見通し

R2料金改定（13％UP）

R12
14,782

R12
1,587,999

130

233,264

R12
0.277

1,587,999

0.278 0.278

1,717,313 1,690,466 1,668,378 1,624,145

0.277

1,611,121

0.283 0.282 0.282 0.281

1,854,605 1,826,733 1,799,070 1,776,467 1,744,361有収水量 1,910,979 1,887,844
0.280

15,873

R7
給水人口

H30 R1

0.2801人当たり 0.285 0.284

　水需要の予測は、給水人口予測値に一人1日当たり有収水量(過去5年の増減率)を乗じて算
出。一人当たり有給水量については給水人口の多い簡易水道を記載。

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11
0.279

1,668,378 1,624,145 1,611,121

供給単価 115 115

　人口の推計については、町の予測人口減少率-1.06％を採用しています。
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15,691 15,509 15,328 15,146 14,964
R8 R9 R10 R11R3 R4 R5

16,963

R11
有収水量 1,910,979 1,887,844 1,854,605 1,826,733 1,799,070 1,776,467 1,744,361 1,717,313 1,690,466

R6R2

　平成18年3月の旧窪川町、大正町、十和村の合併で本町水道事業の供給人口は平成18年度末で
19,460人となりましたが、平成30年度末で17,040人まで減少しています。

16,782 16,600 16,418 16,236 16,055

有収水量の予測値に、供給単価(過去5年の平均)を乗じて算出。

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

130 130

給水収益 251,702 248,662 272,426 268,332 264,268 260,948 256,232 252,259 248,315 245,071 240,516 236,660
130 130 130 130 130 130 130
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H30年度から
△2181人減少



(4)施設の見通し

(5)組織の見通し

３.経営の基本方針

　四万十町環境水道課、上下水道班職員の職員は4名であり、少人数で事業運営に当たっていま
す。
　水道事業を安定的に経営していくためには、公営企業会計による適正な会計処理と、水道施
設の適正な維持管理が必要であると考えています。そのため、職員を各種研修会へ積極的に参
加させ、職員の技術力向上に努め、今後も効率的な業務執行に向けて取り組んでいきます。

　四万十町では、水道をご利用いただく全てのお客様とともに命の水を育みながら、未来に向
けて安心して飲めるおいしい水をお届けすることを基本理念に掲げ、安定した給水を確保する
ために計画的な施設更新を行い、近い将来予想される南海トラフ地震に対する備えを行うこと
で、安心してご利用いただける水道を目指します。
　なお、本町においても給水人口の減少等に伴う給水収益が減少する一方、多くの水道施設が
耐用年数を迎え更新需要がますます増大する状況の中で、更新計画と財政計画の収支を均衡さ
せていく必要があります。

　管渠施設については、法定耐用年数を超えた管渠もあるが、実更新年数を60年に設定し順次
管渠の更新を行っていきます。
　浄水場施設については、昭和50年代に建設・供用開始された施設が多く、今後取水施設、浄
水施設、ポンプ設備の老朽化がみられることから、アセットマネジメント計画を検討し、効率
的な改築更新事業を行います。



４.投資・財政計画(収支計画)

(1)投資・財政計画(収支計画)　：　別紙のとおり

(2)投資・財政計画の策定に当たっての説明

①収支計画のうち投資についての説明

②収支計画のうち財源についての説明

③収支計画のうち投資以外の経費についての説明
●動力費
　動力費については有収水量の減少を見込んで算定しています。

●修繕料・職員給与
　修繕料・職員給与は令和元年度実績を計上しています。

耐用年数を迎えた管渠施設の更新を予算上可能な限り実施し、将来にわた
り水道水を安定的に供給していく。

目 標

　管路の経過年数が法定耐用年数を超えてきている状態のため、実耐用年数を60年に設定し、
60年の経過する2030年ごろから順次更新していきます。また、計画的な更新ができるよう、更
新時期を迎えるまでに必要な内部留保資金の確保に努めます。
　更新の優先順位については、老朽化の度合いや修繕履歴などを分析して適切に判断し、計画
的な事業実施に努めます。

将来の経常費用の動向を踏まえた水道料金を設定し、水道経営の持続に努
める。

　給水収益については、将来の給水人口予測に有収水量、給水単価を乗じて算出しました。
　今後、給水人口の減少により料金収入の減少が見込まれることから、継続的に安定した経営
を行っていくため、令和2年度に13%の料金改定を実施しております。また、事業収入以外に一
般会計繰入金等を適切に計上し、令和11年度に約5億円の期末資金残高を確保し、令和12年度か
らの施設更新に備えます。

目 標



(3)投資・財政計画(収支計画)に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①投資についての検討状況等

②財源についての検討状況等

特になし

③投資以外の経費についての検討状況等

⑤経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

施設・設備の廃止・統合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ )

企 業 債

繰 入 金

資産の有効活用等による
収 入 増 加 の 取 組

なし

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PFI/DBO の 導 入 等 )

そ の 他 の 取 組

委 託 料

修 繕 費

動 力 費

職 員 給 与 費

そ の 他 の 取 組

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

なし

なし

なし

なし

　策定した経営戦略について今後も進捗管理や見直し等の
事後検証、更新等を実施し、安定した経営の継続を目指し
ます。

特になし

特になし

　施設の維持管理については、窪川地区、大正地区、十和
地区それぞれ民間委託により行います。委託内容について
はプロポーザル方式を採用するなど、経費の削減に努めま
す。
　管路や設備の老朽化に伴い修繕件数は増加する見込みで
すが、材料及び修繕方法の見直しにより、修繕費の縮減に
努めていきます。
　水需要に合わせてポンプの稼働時間や台数の適正化を図
るとともに、設備の更新に合わせて効率化に努めていきま
す。
　職員給与については、これまでも組織の効率化と民間委
託の推進により縮減に努めてきました。今後も継続して見
直しを行い町の定数適正化の中で検討します。

　企業債の借り入れは令和元年度で終了し、管路の更新を
迎えるまでは借入の計画はありません。また、企業債の償
還は令和3年度にピークを迎えその後徐々に減少します。

　経営規模の小さい上水道（給水収益85,000千円)に規模
の大きい簡易水道（給水収益173,000千円)が統合する事に
より、多数の水道施設を保有し、それに伴う固定資産の減
価償却費が発生します。収支の均衡を図るため、および、
管路の更新費用の財源を確保するため一般会計からの繰り
入れを行います。

高知県が策定した「高知県水道ビジョン」に沿って実施し
ています。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン )
施設・設備の長寿命化等の
投 資 の 平 準 化

広 域 化

　令和2年4月1日料金改定を実施し、従来より約13％アッ
プした料金体系に変更しました。今後も収支状況を検証
し、必要であれば再度料金改定を検討します。

そ の 他 の 取 組

料 金



別添①

     収支予測（上水道＋簡易水道）_設定条件【 2020年度より統合・料金改定13％・一般会計繰入金≒238,000千円/年/2020年～2029年間の平均・2030年~2034年建設改良費1,200,000千円 (うち企業債借入740,000千円) 】

　　　    【営業収益・経常損益の推移】                     【総収支差額と期末資金残高の推移】     　　　　　【企業債残高の推移】

上水+簡水（消費税抜き）
H28 H29 H30 H31

R2
統合・料金改定
+13％

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

収支の状況 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
営業収益（料金収益等） 254,686 255,394 259,034 257,596 252,484 249,444 273,208 269,114 265,050 261,730 257,014 253,041 249,097 245,853 241,298 237,442 234,046 230,019 226,046 222,304 218,995 215,089
△営業費用（減価償却費除く） △ 155,936 △ 149,833 △ 156,650 △ 139,486 △ 137,254 △ 144,519 △ 145,198 △ 144,763 △ 144,331 △ 143,978 △ 143,477 △ 143,054 △ 142,634 △ 142,289 △ 141,596 △ 141,394 △ 141,033 △ 140,604 △ 140,182 △ 139,784 △ 139,432 △ 139,016
△減価償却費 - - - - - - △ 290,729 △ 284,025 △ 275,914 △ 269,756 △ 267,160 △ 264,802 △ 263,507 △ 262,146 △ 259,761 △ 256,935 △ 250,883 △ 252,017 △ 252,419 △ 252,895 △ 253,872 △ 253,399
営業外収益（長期前受金戻入除く） 34,962 68,627 98,439 82,718 47,791 45,591 166,757 157,788 150,195 142,993 141,752 135,103 128,587 126,580 125,641 124,072 99,275 101,295 81,462 80,992 80,991 74,181
うち　他会計補助金（繰入金①） 5,715 34,222 31,780 58,468 26,500 24,300 23,246 19,883 17,683 15,463 13,538 11,942 10,501 9,203 8,089 7,116 6,223 5,547 5,022 4,531 4,034 2,934
　　　他会計補助金（繰入金②） 0 0 0 0 0 0 84,111 80,505 61,112 41,130 35,814 29,761 22,686 18,977 15,152 11,556 49,652 52,348 33,040 33,061 33,557 32,847
　　　他会計補助金（繰入金③） 25,965 21,000 21,000 21,000 18,000 18,000 56,000 54,000 68,000 83,000 89,000 90,000 92,000 95,000 99,000 102,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 35,000
長期前受金戻入 - - - - - - 99,811 97,291 94,427 92,133 91,276 90,415 90,059 89,657 88,273 87,784 86,372 86,669 86,867 87,427 87,794 87,616
△営業外費用（支払利息除く） △ 592 △ 362 △ 2,877 △ 362 △ 362 △ 362 △ 362 △ 362 △ 362 △ 362 △ 362 △ 362 △ 362 △ 362 △ 362 △ 362 △ 362 △ 362 △ 362 △ 362 △ 362 △ 100,362
△支払利息 △ 92,740 △ 89,043 △ 83,115 △ 78,964 △ 72,270 △ 67,205 △ 59,796 △ 52,657 △ 47,608 △ 42,495 △ 37,894 △ 33,870 △ 30,111 △ 26,590 △ 23,380 △ 20,401 △ 17,544 △ 16,222 △ 15,150 △ 14,129 △ 13,295 △ 11,435
経常損益 - - - - - - 43,691 42,386 41,456 40,265 41,149 36,470 31,130 30,703 30,114 30,207 9,872 8,779 △ 13,738 △ 16,447 △ 19,182 △ 127,326
他会計出資金（繰入金④） - - - - - - 114,811 119,594 129,138 135,196 115,754 105,890 97,644 81,862 63,124 52,901 0 0 0 0 0 0
他会計補助金（繰入金⑤） 71,162 105,665 110,788 117,601 139,422 154,353 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
他会計補助金（繰入金⑥） 140,919 66,434 78,787 36,372 63,775 71,331 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
国県等補助金 244,028 221,116 159,792 38,558 30,722 11,618 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 66,600 66,600 66,600 66,600 66,600 0
企業債発行額 367,200 418,800 361,700 62,100 53,800 17,400 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 116,700 116,700 116,700 116,700 66,700 0
△企業債償還額 △ 234,786 △ 252,859 △ 263,968 △ 279,620 △ 307,589 △ 335,716 △ 356,386 △ 357,015 △ 345,176 △ 326,360 △ 292,110 △ 271,890 △ 254,630 △ 227,096 △ 194,211 △ 176,834 △ 153,086 △ 159,789 △ 126,317 △ 124,651 △ 91,407 △ 79,168
△建設改良費 △ 601,993 △ 591,692 △ 544,612 △ 114,588 △ 84,818 △ 30,272 △ 18,000 △ 18,000 △ 18,000 △ 18,000 △ 18,000 △ 18,000 △ 18,000 △ 18,000 △ 18,000 △ 18,000 △ 268,000 △ 268,000 △ 268,000 △ 268,000 △ 218,000 △ 18,000
△その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
収支差額 - - - - - - △ 259,575 △ 255,421 △ 234,038 △ 209,164 △ 194,356 △ 184,000 △ 174,986 △ 163,234 △ 149,087 △ 141,933 △ 237,786 △ 244,489 △ 211,017 △ 209,351 △ 176,107 △ 97,168

キャッシュ・フローの状況　（単位：千円） 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

収益的収支 - - - - - - 234,609 229,120 222,944 217,888 217,033 210,858 204,577 203,192 201,601 199,357 174,382 174,126 151,814 149,021 146,897 38,457
資本的収支 - - - - - - △ 259,575 △ 255,421 △ 234,038 △ 209,164 △ 194,356 △ 184,000 △ 174,986 △ 163,234 △ 149,087 △ 141,933 △ 237,786 △ 244,489 △ 211,017 △ 209,351 △ 176,107 △ 97,168
総収支差額（a） - - - - - - △ 24,966 △ 26,301 △ 11,095 8,724 22,676 26,858 29,592 39,958 52,514 57,425 △ 63,404 △ 70,363 △ 59,203 △ 60,330 △ 29,210 △ 58,711
消費税分控除（特定収入分） - - - - - - 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
期末資金残高 321,991 302,943 363,331 357,813 344,100 329,253 304,287 277,986 266,891 275,615 298,292 325,149 354,741 394,699 447,213 504,638 441,234 370,871 311,668 251,338 222,128 363,417

繰入金の状況　（単位：千円） 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035
基準内繰入（繰入金①+繰入金④+繰入金⑤） 76,877 139,887 142,568 176,069 165,922 178,653 138,057 139,477 146,820 150,659 129,291 117,832 108,146 91,065 71,213 60,018 6,223 5,547 5,022 4,531 4,034 2,934
基準内繰入（繰入金②のうち資本的収支の基準内額で収益的収支に振替えた分） - - - - 50,000 45,000 27,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 49,161 52,155 33,040 33,061 33,557 32,847
基準外繰入（繰入金②のうち町独自の基準内で過疎債償還金の1/5等）（ｂ1） - - - - 34,111 35,505 34,112 31,130 25,814 19,761 12,686 8,977 5,152 1,556 491 193 0 0 0 0
基準外繰入(繰入金③＋繰入金⑥）（ｂ2） 166,884 87,434 99,787 57,372 81,775 89,331 56,000 54,000 68,000 83,000 89,000 90,000 92,000 95,000 99,000 102,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 35,000
繰入金　計　（一般会計） 243,761 227,321 242,355 233,441 247,697 267,984 278,168 273,982 275,932 274,789 254,105 237,593 222,832 205,042 185,365 173,574 95,875 97,895 78,062 77,592 77,591 70,781

企業債残高 4,644,712 4,729,753 4,863,684 4,705,664 4,451,876 4,133,560 3,777,174 3,420,159 3,074,983 2,748,623 2,456,513 2,184,623 1,929,993 1,702,897 1,508,686 1,331,852 1,295,466 1,252,377 1,242,760 1,234,809 1,210,102 1,130,934

【健全経営に関する指標】 (  ) は、団体規模別平均

(8%)   (8%)   (8%)   (8%)   (8%)   (8%)   (8%)   (8%)   (8%)   (8%)   (8%)   (8%)   (8%)   (8%)   (8%)   (8%)   
- - - - - - 16% 16% 16% 15% 16% 14% 12% 12% 12% 13% 4% 4% -6% -7% -9% -59%

(375%)   (375%)   (375%)   (375%)   (375%)   (375%)   (375%)   (375%)   (375%)   (375%)   (375%)   (375%)   (375%)   (375%)   (375%)   (375%)   (375%)   (375%)   (375%)   (375%)   (375%)   (375%)   
1622% 1523% 1560% 1396% 1499% 1417% 865% 808% 747% 685% 621% 568% 516% 461% 415% 372% 393% 382% 409% 412% 408% 396%

(135%)   (135%)   (135%)   (135%)   (135%)   (135%)   (135%)   (135%)   (135%)   (135%)   (135%)   (135%)   (135%)   (135%)   (135%)   (135%)   
- - - - - - 70% 66% 65% 69% 75% 85% 95% 107% 123% 141% 134% 113% 102% 84% 75% 127%

②事業収益対企業債残高（企業債残高/（営業収

　　　　　　　　　　　　　　　　　益+他会計補助金））

③事業収益対資金残高（期末資金残高/（営業収

　　　　　　　　　　　　　　　　　益+他会計補助金））
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2020年に統合後の3年間は総収支差額がマイナスになるが、一般
会計繰入によって資金残高が保持fでき、2030年以降の建設改良
費の財源として見込んでいる。
2030年～2034年の建設改良費支出により資金残高は減少し、総収

企業債の水準は営業収益に比べて極めて高いものの、
今後の更新投資減少により、企業債の水準は徐々に減少する見込
みである。
2030年以降の更新投資により若干企業債残高が増加する。

単位：百万 単位：百万

営業収益は、人口減少・節水による1人あたり給水使用料の減少
等により減少傾向にある。
経常損益は、一般会計繰入により黒字となる。(2020年～2033年)
2034年より経常損益がマイナスとなる。
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

全体総括

　施設更新（耐震化等）のために、借入れた企業債
の償還負担が大きく、経営を圧迫している。
　主要な施設の更新は完了していることから、今後
においては、需要に見合った更新投資とし収支の改
善を図っていく。
　また、令和２年度より簡易水道事業が統合となる
ことから、簡易水道事業の固定資産減価償却額の増
や企業債の償還金の増が見込まれることから、今後
の経営が厳しくなる事が予想される。事業統合後に
早急に経営戦略を策定し、効率的な運営、計画的な
施設の更新に取り組み、経営基盤の強化を図る必要
がある。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　経常収支比率・料金回収率が昨年より下がってい
る。理由として、職員の異動により職員給料が増と
なったことや、近年の節水志向により有収水量が
減ったことが原因として考えられる。
　企業債残高対給水収益比率については、平成15年
～平成17年に行った建設改良のため借入れた起債残
高が大きく、全国平均値を上回った値となってい
る。
　効率性を表す施設利用率、有収率については、基
幹管路を含む施設が更新済みであり、全国平均値を
上回り効率的に運営している。

2. 老朽化の状況について

　平成15年から平成17年における建設改良（施設更
新）により、主要な施設（取水、浄水場、配水池、
基幹管路）の更新が完了している状況である。

2. 老朽化の状況

－

- 43.73 29.55 2,548 4,912 3.80 1,292.63 【】

642.28 26.17 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法適用 水道事業 末端給水事業 A9 非設置 16,809

経営比較分析表（令和元年度決算）
高知県　四万十町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.65 0.46 0.40 0.32 0.81

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 110.74 105.03 104.70 111.49 108.43

平均値 106.62 107.95 104.85 107.64 108.22

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 25.85 26.26 28.73 31.00 33.28

平均値 47.44 48.30 51.89 54.09 52.73

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 11.16 12.43 14.74 18.68 19.91

①経常収支比率(％)
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35.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 12.59 12.44 27.52 30.84 25.29

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00
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700.00

800.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 733.56 665.16 577.68 605.84 570.37

平均値 416.14 371.89 445.85 450.54 348.88

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 1,313.04 1,358.03 1,289.61 1,246.27 1,217.50

平均値 487.22 483.11 516.34 496.56 540.38

76.00

78.00

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

94.00

96.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 87.56 82.30 82.15 88.16 84.58

平均値 92.76 93.28 83.27 84.90 83.22

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 148.48 158.37 158.28 148.90 155.46

平均値 208.67 208.29 228.81 231.90 234.17

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 67.23 70.69 68.89 67.45 68.26

平均値 49.08 49.32 38.98 39.61 41.06

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 87.99 84.17 87.23 86.85 82.87

平均値 79.30 79.34 75.01 72.96 72.42

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【112.01】 【1.08】 【264.97】 【266.61】

【89.80】【60.00】【168.38】【103.24】

【49.59】 【19.44】 【0.68】



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

全体総括

　本町は、町村合併時に水道普及率が低い旧町村が
あり、合併後はその解消や統合整備を重要事業の柱
として施設整備を図ってきた。
　経営状況は今後一層厳しい状況が続くと予想され
ることから、健全経営を目指すうえで、サービスを
低下させずに業務の効率化や外部委託業務の拡大を
検討していく。令和２年度に水道経営の統合したた
め、公営企業会計方式により会計処理を行うため
に、資産台帳の整備、料金体系の検討、統合後の上
水道事業会計への影響などを調査・分析を行ってお
り、料金改定も含めた具体的な経営改善の対策を検
討していく。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

簡易水道事業では、飲料水供給施設4施設を含め32
施設を特別会計により運営している。
　過疎化が進んだ小規模集落が点在する地域では、
地形上施設整備に費用が嵩むうえ、運営基盤が脆弱
で独立の収入で賄いきれない分などは、一般会計か
ら繰入れられている。
　費用が収益によってどの程度まかなわれているか
を示す収益的収支比率は、全国や類似団体の平均値
よりも下回っており、本町は広範な給水区域面積を
抱える割に給水人口密度が低く、数多くの小規模施
設の建設投資を手掛けてきた結果と言える。また、
給水人口の減少、節水意識の浸透及び著しい高齢化
等も影響し、現状では料金収入の増加による経営改
善は見込めず、料金回収率も低いことから、他会計
繰入金に依存せざるを得ない状況である。
　施設利用率は、一日給水能力に対する一日平均給
水量の割合を示すもので、比較的に高い値を示して
おり、ほぼ良好な状況といえる。
　平成19年度に国庫補助事業の適用範囲が見直さ
れ、地方公営企業法の適用を受ける上水道事業に統
合することを前提に、国の補助事業を受けて水道未
普及地域の解消や老朽施設の統合整備及び、耐震化
等を重要事業の柱として施設の整備・改良を図って
きた。これに伴って地方債償還金の支払額が大きく
なり、収支に影響してきている。地方債残高は平成
28年度、地方債償還金支払額は令和2年度をピーク
に緩やかに減少していくが、今後さらなる経営改善
と料金改定を視野に入れた見直しが必要である。

2. 老朽化の状況について

老朽化した施設の更新を計画的に行ってきたが、構
造物に付帯したポンプ設備や滅菌設備といった機械
施設の大半は耐用年数を経過しており、老朽化が著
しいため、故障が発生した時点で修繕や交換対応を
している。また、有収水率が低下していることか
ら、配水管路の老朽化による漏水が疑われる。
　今後は、配水施設や配水管路の老朽化による漏水
対策と機械設備の適正管理を行い施設全体の長寿命
化を強化していく必要がある。 ※管路更新率グラ
フにおいて、H27年の更新率が上昇してのは新設配
水管延長と誤って計上していたため、この分が高率
となっていた。実際はこの年の更新率はH28年とほ
ぼ同様の更新率である。

2. 老朽化の状況

－

- 該当数値なし 69.52 2,728 11,555 108.10 106.89 【】

642.28 26.17 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法非適用 水道事業 簡易水道事業 D1 非設置 16,809

経営比較分析表（令和元年度決算）
高知県　四万十町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)
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H27 H28 H29 H30 R01

当該値 11.37 0.07 0.17 0.24 0.09

平均値 0.54 0.43 0.56 0.31 0.42
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平均値 76.02 77.66 74.03 73.20 73.42

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)
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当該値

平均値

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 1,989.95 1,984.65 1,919.32 1,844.15 1,885.98

平均値 1,246.73 1,281.51 1,068.53 995.48 982.31

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 47.11 46.89 46.91 42.37 36.89

平均値 54.33 55.02 59.33 55.46 53.77

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 305.52 310.21 307.00 337.33 361.89

平均値 341.05 330.62 279.67 299.78 305.38
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10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 79.96 73.03 72.96 74.66 73.98

平均値 59.87 59.59 61.79 59.59 58.56

64.00

66.00

68.00

70.00

72.00

74.00

76.00

78.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 71.04 71.35 71.22 69.07 67.84

平均値 75.48 74.64 74.98 74.19 73.68

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【76.03】 【1,084.05】

【73.31】【54.90】【300.47】【53.46】

【0.56】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし


